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はじめに 

 

 本報告書は、平成 17 年度に実態調査、同 18 年度に集計、分析を行った「第

８回全国貨物純流動調査」の成果をとりまとめたものである。 

 我が国の経済社会は、産業構造の変化とともに、国際化、情報化が進展し、

貨物輸送分野においては、高度な物流システムの形成、効率的で環境負荷の小

さい輸送サービスの充実等が要請されている。これらの要請に対し、今後とも

持続的で安定的な貨物輸送を確保するためには、行政や民間事業者において、

輸送構造や産業構造の変化を踏まえた物流の現状を的確に把握しておくことが

必要不可欠である。 

 本調査は、このような要請を受けて、貨物そのものの流動を把握するため、

荷主側から貨物の動きを捉えた統計調査である。昭和 45 年度以来、調査内容の

拡充や調査方法の改善を図りつつ５年ごとに実施され、今回で第８回を重ねる

ところとなり、時系列データとしての蓄積も充実してきた。その結果は、全国

各地域の物流施設、交通施策の計画における基礎資料としてのみならず、物流

全般に関する政策の企画立案、調査、研究に広く利用されてきている。 

 調査の実施にあたっては、ご回答をいただいた事業所各位をはじめとして、

関係諸団体に多大なご協力をいただいた。また、集計・分析を進めるにあたっ

ては、新居玄武学習院大学教授を委員長とする「第８回全国貨物純流動調査委

員会」を設け、ご指導を賜った。 

 ここに、ご協力いただいた関係各位に心から謝意を表するとともに、この調

査によって得られた貨物流動に関する貴重な資料が、今後の物流施設、交通政

策の計画をはじめ多方面に広く活用されることを期待する。 
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